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取得後の償却費またはその他の配分額で修正した額 CSFACNo.5 para.67) Jは変容する。
いうまでもなく、除却コストは取得するために支払ったものではないからである。
しかし、この歴史的原価の変容は重要である。なぜなら、官頭でも述べたように、その
ことによって取得原価が使用価値を上回ることが原理的にありうるようになったからであ
る。使用価値を資産取得以降のネットキャッシュインフローの割引現在価値と定義しなが
ら、将来のキャッシュアウトフローの一部だけを先取りして取得原価に算入するのであれ
ば、これは当然の帰結である。もっとも、キャッシュインフローとキャッシュアウトフロー
をどのように組み合わせようが、投資全体についてのネットキャッシュインフローの割引
現在価値である暖簾の金額は変わらない。当たり前のことだが、変容しているのは歴史的
原価という会計上の評価であって、投資の実態ではないのである。第2節で指摘したよう
に、歴史的原価評価があくまでフィクションの上に成立していることが改めて確認できよ
つ。
さて、問題は減損会計との関係である。歴史的原価が勘定科目こそコアとなる資本財の
名称が用いられているものの、もはや資本財そのものの価値評価という枠を越えてしまっ
ていると第2節で指摘したが、除却債務会計はこの点をさらに強化するものである。それ
に対して、米国の減損会計基準は、減損した有形固定資産簿価を資本財の公正価値まで切
り下げるといった点からもわかるように、資本財そのものを軸としていた。そのため、除
却債務会計導入後の歴史的原価の意義と、減損会計において切り下げようとする歴史的原
価の意義にギャップが明らかに生じるのである。もっとも、除却債務会計が導入される以
前から付随費用が算入されていたことを考えると、ギ、ヤツプが生じたというよりはギ、ヤツ
プが大きくなったという方が適切ではあろう。いずれにせよ、このギャップは減損認識前
後で損益計算の質を変えてしまう。資本財そのものの公正価値まで切り下げる米国型の減
損会計は、減損認識のベンチマークが他に見当たらないというならともかく、歴史的原価
の本質を無視した切り下げといわざるをえない。
上記のような歴史的原価に対する認識のギャップは、 FASBが減損テストや公正価値算
定を行う際に、除却のための将来キャッシュアウトフローを除外するという解決策を採用
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し、リスタートする資産簿価にも資本財の公正価値に改めて除却コストを加えたものとし
たことにも現れている。なぜなら、減損認識がなされるまで除却コストが取得原価に算入
され減価償却されてきたことを一切無視しているからである。そこでは、歴史的原価が
「原価分配」というフィクションのための道具であることが忘れ去られ、もともと資本財
の「価値評価」であったかのように扱われているのである。こうした歴史的原価に対する
認識のギャップは、(可能性は低いだろうが)減損を契機として除却コストの既償却分の
再算入により資産簿価が切り上げられるケースによって顕在化すると考えられる。減損会
計の基準自体が、そのもともとの趣旨とは異なり、過剰な資産簿価を切り下げるのではな
く、再評価そのものになってしまっていることが改めてわかる。
以上のことから、除却債務会計導入により歴史的原価が変容するものの、それはこれま
での歴史的原価の意義の延長線上にあることがわかった。その点で、除却債務会計はこれ
までの「原価配分」の範鴎に位置する会計基準である。ただ同時に、除却債務会計の中の
減損規定によって、減損会計が改めて「原価配分」ではなく「価値評価」の範鴎にあるこ
とが明らかになった。このことは、米国の減損会計が「原価配分Jの論理によって説明さ
れうるものではないことを意味する点で非常に重要である。つまり、減損を期に資産簿価
を「切り下げる」のではなく「再評価する」会計処理だ、ったのである。ただし、「回収可
能性」が危ういからといって、資産簿価を「切り下げる」のではなく「再評価する」こと
には論理の飛躍があるように思われる 12)。第3節で、減損会計は低価法の抱えなおしである
と述べたが、やはり「回収可能性」というキーワードを含めて、その抱えなおしの仕方に
ついて再検討されなければならないと考えられる。
5. SOP草案の検討ー付随費用と資本財の関連付けの強化-
第2節において、コアとなる資本財と同じパターンで期間配分されるべきであると経営
者が考える費用が、取得原価に裁量的に算入されてきたことを指摘した。日本でもこの点
について『固定資産の会計処理に関する論点の整理(企業会計審議会第一部会 平成12年)~
の中で検討課題として取り上げられているが、 SOP草案もまさにその点を問題視して作成
されたものである。
SOP草案は、有形固定資産に関連する原価と活動を、予備段階(pre1iminarystage)、取得
前段階(preacquisitionstage)、取得建設段階(acquisition-or-cons佐uctionstage)、稼動段階(in-
service stage)といったように時間的に4つに区切り、予備段階の原価は発生時に費用に賦課
し、取得前段階と取得建設段階の原価はコアとなる資本財と直接関連(direct1yidentifiable) 
するものを除き、発生時に費用に賦課することを要求している。また、 4段階を通じて一
般管理費と間接費を発生時に費用に賦課するように要求している。さらに、ある資産簿価
の中に本来耐用年数の異なる複数の部品原価が算入された上で、コアとなる資本財の耐用
12)減損会計を適用することによって、逆に資産簿価を切り上げることになるケースが存在しないと言い切れるだ
ろうか。その点を含めて、除却債務会計と減損会計の関係は今後とも検討されなければならない。
